補助金交付申請に係る提出書類　一覧

	
	書　　　　　類
	備 考

	
	申請者に関する書類（該当する書類を準備してください）
	

	1
	浄化槽整備事業費補助金交付申請書（様式第１号）
	

	2
	委任状（書類の作成から提出までの手続を業者などが行う場合）
	

	3
	市内在住：未納が無いことの証明（完納証明書）
市外在住：完納証明書又は納税証明書（直近）
	

	4
	環境保全に関する誓約書
	

	5
	合併処理浄化槽へ転換する旨の誓約書
	転換の場合

	6
	住宅などを借りている方は、所有者の承諾書
	該当者のみ

	7
	鉾田市に住民票を異動する旨の誓約書→住所が市外にある場合
	該当者のみ

	8
	既存家屋世帯の住民票謄本（コピー可）
	一般住宅のみ

	9
	法人登記簿や所在証明など、事業所・店舗所在地の証明書類
	事業所等の場合

	
	工事関係
	

	10
	工事見積書
	

	11
	工事請負契約書
	

	12
	浄化槽明細書の写し、又は浄化槽設置届の写し
	

	13
	建築確認済証の写し
	

	14
	設置場所の案内図
	

	15
	平面図（配置図、浄化槽設置位置、配管経路等）
※転換を伴う場合は従前の位置図、配管経路図
※雨水貯留槽への再利用を伴う場合は、貯留槽の詳細図・構造図
	

	
	浄化槽に関する書類（工事施工者又はメーカーが手続きした書類）
	

	16
	型式適合認定書、型式適合認定書別添仕様書及び図面
	

	17
	登録証の写し
	

	18
	登録浄化槽管理票（Ｃ票）
	

	19
	浄化槽機能保証登録証
	

	20
	特別講習会受講の修了証の写し→免許取得が昭和62年以前の施工者
	施工者

	21
	浄化槽設備士免状の写し
	施工者

	22
	浄化槽工事業の県知事への登録書、又は届出書
	施工者

	23
	1 放流先が側溝等に放流の場合→放流先の同意書、構造図
	

	
	②放流先が敷地内処理の場合→「浄化槽からの放流水の敷地内処理装置」概要書、維持管理に関する誓約書、浄化ユニット等構造図
	

	
	その他の書類
	

	24
	浄化槽法第7条検査に係る検査手数料払込通知書等の写し
	

	25
	浄化槽整備事業費補助金誓約書
	

	26
	現在の汚水処理状況がわかる写真又は書類　
※住所が市外にある方及び賃貸物件等に居住している場合は除く
	

	27
	【交付申請】チェックリスト　→　書類に不足がないか確認し提出
	


○　浄化槽を設置するときに提出する明細書、設置届一式の写しや見積り、契約書、設備の保証書などが必要となります。工事業者や浄化槽のメーカーの方に確認してください。

鉾 田 市 浄 化 槽 整 備 事 業 の 流 れ

①　補助金交付申請書の提出　　　・必要書類を添付し、市役所下水道課までご提出ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　工事着手７日前又は遅くとも令和8年10月30日（金）まで（厳守）に提出してください。事前着工は認めません。
　　　　　　　　　　　　　　
2 補助金交付決定通知書の送付　・市役所から通知します。


③　工事着手　　　　　　　　　　・浄化槽工事については、茨城県に登録又は届出をしている事業者にご依頼ください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　※工事内容に変更が生じた場合は市役所下水道課まで連絡してください。変更の手続きが必要となります。

④　実績報告書の提出　　　　　　・工事が完了しましたら、必要書類を添付のうえ、市役所下水道課までご提出ください。

⑤　完了検査の実施　　　　　　　・市役所職員が申請書のとおり工事が行なわれたか、現地において確認します。

⑥　補助金交付確定通知書の送付　 ・市役所から通知します。


⑦　補助金の振込み　　　　　　 　・請求書をもとに指定された口座に市役所から補助金を振り込みます。


⑧　補助事業の完了　　　　　　　・補助事業につきましては、以上で完了となります。その後については、浄化槽法に基づき、適正な維持管理を行なってください。

適正な維持管理を怠った場合、補助金を返還していただく場合があります。

＜補助金交付申請書及び添付書類の記入について＞

１．浄化槽整備事業費補助金交付申請書（様式第１号）

（１）申請日、住所、氏名を記入し捺印してください。

（２）設置場所の地名地番は鉾田市から記入してください。

（３）交付申請額は次の表のとおりです。
①　転換以外（新築・改築）　浄化槽設置分
	区分
	基準額

	霞ヶ浦流域内
	窒素及びりんを除去する能力を有する高度処理型浄化槽
	５人槽
	1,002,000円

	
	
	６人～７人槽
	1,329,000円

	
	
	８人～10人槽
	1,585,000円

	涸沼流域内
	高度窒素を除去する能力を有する高度処理型浄化槽
	５人槽
	474,000円

	
	
	６人～７人槽
	570,000円

	
	
	８人～10人槽
	723,000円

	
	窒素を除去する能力を有する高度処理型浄化槽
	５人槽
	360,000円

	
	
	６人～７人槽
	462,000円

	
	
	８人～10人槽
	585,000円

	霞ヶ浦流域・涸沼流域
以外
	通常型浄化槽
	５人槽
	332,000円

	
	
	６人～７人槽
	414,000円

	
	
	８人～10人槽
	548,000円


2 転換　浄化槽設置分

	区分
	基準額

	霞ヶ浦流域内
	窒素及びりんを除去する能力を有する高度処理型浄化槽(転換の場合)
	５人槽
	1,251,000円

	
	
	６人～７人槽
	1,640,000円

	
	
	８人～10人槽
	1,996,000円

	涸沼流域内
	①の転換以外と同額

	霞ヶ浦流域・涸沼流域
以外
	①の転換以外と同額

	3 単独処理浄化槽又はくみ取り槽から転換に要する費用の補助

	単独処理浄化槽　撤去分
	限度額　　 　　　 150,000円

	くみ取り槽　　　撤去分
	限度額　　 　　　 120,000円

	単独処理浄化槽の雨水貯留槽等への再利用
	限度額　　　　　　120,000円

	宅内配管布設替分
	限度額　　　　　　330,000円


（４）住宅等所有者は、本人、共有、その他の別を○で囲んでください。

（５）着工予定年月日は、浄化槽工事を行う予定日を記入してください。
（６）完了予定年月日は、浄化槽工事を完了する予定日を記入してください。
遅くとも２月末までには工事を完了させてください。

２．委任状

書類の作成から提出までの手続きを業者などが行う場合は、委任状を添付してください。（様式は任意）
３．未納が無いことの証明（完納証明書）又は納税証明書 

　　　鉾田市在住の場合は「未納が無いことの証明」が発行できます。
　　　自治体によっては「未納が無いことの証明」が発行できない場合がありますので、納税証明等の証明書を添付して下さい。
４．環境保全に関する誓約書
浄化槽を設置するにあたり、保守点検などの維持管理等を行う旨の誓約書です。

５．合併処理浄化槽へ転換する旨の誓約書（転換の場合）
　　　単独処理浄化槽若しくはくみ取り槽を撤去、又は廃止する単独処理浄化槽を雨水貯留槽等へ再利用し、合併処理浄化槽を設置する旨の誓約書です。
６．住宅などを借りている方は、所有者の承諾書（該当者のみ）
浄化槽設置、工事、使用に関する承諾書です。

７．鉾田市に住民票を異動する旨の誓約書 （該当者のみ）
　　　一般住宅を新築される方で、住所が市外にある方は別紙様式を参考に記入してください。
８．既存家屋世帯の住民票謄本（コピーでも可）（一般住宅のみ）
住民票謄本（世帯の構成が記載された住民票）を提出してください。
また、分家独立対象の方は、実績報告時に異動後の既存家屋世帯と新築家屋世帯の住民票の提出が必要となります。
９.　事業所・店舗の所在が証明できる書類（事業所等のみ）
　　　法人登記簿や所在証明など、事務所・店舗の所在が証明できる書類を提出してください。
１０．工事見積書

　　　浄化槽設置に係る設置業者が提出した見積書の写しを添付してください。

１１．工事請負契約書

　　　別紙様式により、工事請負契約を締結し、写しを添付してください。
１２．浄化槽明細書の写し又は浄化槽設置届の写し

（1） 新築の場合→浄化槽明細書の写し

（2） 建築確認を伴わない場合→浄化槽設置届の写し
　　　※市の収受後、21日（大臣認定型は10日）を経過するまでは工事に着手できませんのでご注意ください。

１３．建築確認済証の写し
　　人槽算定確認のため、延べ床面積を確認します。
１４．設置場所の案内図

    　住宅の位置を示す図面。（住宅地図のコピーにマーカー等で印をしたもので構いません）

１５．平面図（配置図、浄化槽設置位置、配管経路等）

　　　住宅の平面図については、建築確認申請書の確認印の押された図面の写しを

　　添付してください。建築確認申請書が無い場合には、配置図等の他に延床面積を

算出できる平面図も作成してください。
　転換を伴う場合は従前の位置図、配管経路図も添付してください。
雨水貯留槽への再利用を伴う場合は、貯留槽の詳細図・構造図も添付してください。
１６．工場生産浄化槽認定シート

型式適合認定書、型式適合認定書別添仕様書及び図面を添付してください。

認定シート等は両面コピーしてください。

１７．登録証の写し

　　　使用する浄化槽が合併処理浄化槽設置整備事業における国庫補助指針に適合し、全国合併処理浄化槽普及促進市町村協議会に登録されたことを証します。これは、浄化槽購入時に工事施工者又はメーカーで手続きをします。登録の期限にご注意ください。
１８．登録浄化槽管理票（Ｃ票）

　　　補助金交付申請前に、使用する浄化槽を全国合併処理浄化槽普及促進市町村協議会に登録をします。これは浄化槽購入時に工事施工者又はメーカーで手続きをします。

１９．浄化槽機能保証登録証

保証登録書（市町村用）です。（財）茨城県水質保全協会で手続きを行います。保証登録は、使用開始から一定期間浄化槽の機能保証をします。
２０．特別講習会受講の修了証の写し

免許取得が昭和６２年以前の施工者が対象です。

２１．浄化槽設備士免状の写し

　　　工事施工者の浄化槽設備士免状の写しを添付してください。

２２．浄化槽工事業の県知事への登録書、または届出書

　　　浄化槽工事業の登録について（通知）を添付してください。また、建設業法

第３条第１項の許可を受けている施工者は、特例浄化槽工事業者届出書を添付

してください。
２３．放流先について
（１）放流先が側溝等の場合

放流先の管理者の同意（許可）書を添付し、側溝などの接続断面図（構造図）
及び平面図を添付してください。
（２）放流先が無く敷地内で処理する場合

　　　　浄化槽処理水が敷地内処理の場合は、「浄化槽からの放流水の敷地内処理装置」概要書、維持管理に関する誓約書、浄化ユニット等構造図を添付してください。
２４．浄化槽法第7条検査に係る検査手数料払込通知書等の写し 

２５. 浄化槽整備事業費補助金誓約書
　　　　浄化槽の設置後、維持管理を適正に行う旨の誓約書です。適正な維持管理を実施しなかった場合、補助金を返還していただく場合があります。
２６．現在の汚水処理状況がわかる写真
原則、現況の写真をご提出ください。新築の場合も必要となります。写真が用意できない場合は、浄化槽の保守点検カードや、浄化槽等を廃棄物処理した際のマニュフェストの写し等を提出してください。
※賃貸物件等に居住している場合は提出の必要はありません。
２７．【交付申請時】チェックリスト
　　　　申請書類に不足がないか確認し、提出してください。
＜補助金交付申請書の提出期限について＞

・補助金交付申請書は、工事着手の７日前、または遅くとも令和8年10月30日（金）まで（厳守）に提出してください。
・補助事業の性質上、令和8年度末（令和9年3月）までに完了検査に合格できない場合、補助取消しとなりますので、注意してください。 
※交付申請や実績報告の提出の遅れが散見されます。工事の進捗について、施工業者等に定期的に確認をとるとともに、遅延なく書類等の提出をされますよう、お願いいたします。

様式第１号（第５条関係）
令和○年○月〇〇日
　鉾田市長　様
補助申請者　　住　　所　鉾田市　○○　123番地4　　
氏　　名　　　鉾　田　　太　郎　　印　
連絡先（電話番号）０２９１（３３）○○○○
浄化槽整備事業費補助金交付申請書
　　　　　年度において，浄化槽を設置したいので，鉾田市浄化槽整備事業費補助金交付要綱第５条の規定により下記のとおり補助金の交付を申請いたします。
	１　設置場所の住所
	　鉾田市　○○　123番地4

	２　設置場所の区域
	レ　霞ヶ浦流域
	· 涸沼流域　
	· その他

	３　補助の種類
	□　転換
（□単独槽・□くみ取り槽・□雨水貯留槽）
	レ　転換以外

	４　設置事業費
	　　　　　　　　　　１，１００，０００　円

	５　交付申請額
	　　　　　　　　　　１，００２，０００　円
内訳（浄化槽設置分　　　　 １，００２，０００　円）
　　（撤去費分　　　　　　　　　　　　　 　　　円）
　　（配管布設替分　　　　　　　　　　　　 　　円）

	６　建物の用途
	１　一般住宅　２　店舗兼住宅　３事業所　４その他（　　　　）

	７　住宅等所有者
	１　本人　　２　共有（　人）　３　その他（　　　　　）

	８　着工予定年月日
	令和○年　○月○○日

	９　事業完了予定年月日
	令和○年○○月○○日

	10　施工事業者
	住　所　　鉾田市△△　456番地7
　社　名　　下水工務店
※担当者名及び連絡先
　氏名　下　水　次　郎　　電話番号　（33）〇〇〇〇



様式第１号（第５条関係）
令和○年○月〇〇日
　鉾田市長　様
補助申請者　　住　　所　鉾田市　○○　123番地4　　
氏　　名　　　鉾　田　　太　郎　　印　
連絡先（電話番号）０２９１（３３）○○○○
浄化槽整備事業費補助金交付申請書
　　　　　年度において，浄化槽を設置したいので，鉾田市浄化槽整備事業費補助金交付要綱第５条の規定により下記のとおり補助金の交付を申請いたします。
	１　設置場所の住所
	　鉾田市　○○　123番地4

	２　設置場所の区域
	レ　霞ヶ浦流域
	· 涸沼流域　
	· その他

	３　補助の種類
	レ　転換
（レ単独槽・□くみ取り槽・□雨水貯留槽）
	□　転換以外

	４　設置事業費
	　　　　　　　　　　１，８００，０００　円

	５　交付申請額
	　　　　　　　　　１，７３１，０００　円
内訳（浄化槽設置分　　　　１，２５１，０００　円）
　　（撤去費分　　　　　　　　１５０，０００　円）
　　（配管布設替分　　　　　　３３０，０００　円）

	６　建物の用途
	１　一般住宅　２　店舗兼住宅　３事業所　４その他（　　　）

	７　住宅等所有者
	１　本人　　２　共有（　人）　３　その他（　　　　　）

	８　着工予定年月日
	令和○年　○月○○日

	９　事業完了予定年月日
	令和○年○○月○○日

	10　施工事業者
	住　所　　鉾田市△△　456番地7
　社　名　　下水工務店

※担当者名及び連絡先
　氏名　下　水　次　郎　　電話番号　（33）〇〇〇〇



誓　約　書

私は、鉾田市浄化槽整備事業費補助金交付申請にあたり下記のことについて誓約いたします。

1． 既存の単独処理浄化槽（くみ取り槽）を撤去、又は廃止する単独処理浄化槽を雨水貯留槽等に再利用し、合併処理浄化槽を設置します。

2． 上記に反した場合は補助金を返還します。

　鉾田市長　殿

　　　　　令和○年○月○日

　　　　　　　申請者住所 　○○市○○△△番地××　　
　　　　　　　氏　　　名　　　　鉾田　太郎　　　　㊞　


承　諾　書
　私は　鉾田市○○123番地4の住宅の敷地内処理装置を下記の所有地に埋設することを承諾します。

記

	対象地番
	鉾田市　○○　123番地4

	地　　目
	宅　地


令和○年○月○日
住　所　　鉾田市□□987番地6　　
氏　名　　　　大洋　二郎　　　　㊞


誓　約　書

私は、鉾田市浄化槽設置事業費補助金交付申請にあたり下記のことについて誓約いたします。

１　現在、鉾田市外に住所がありますが、住宅建設後、速やかに住民票を鉾田市の住宅建設地に異動します。

２　上記に反した場合は補助金を返還します。

　　鉾田市長　殿

　　　　　　　令和○年○月○日
　　　　　申請者住所　○○市○○△△番地××　　
　　　　　氏　　　名　　　鉾田　太郎　　　㊞　

工事請負契約書
第１条  発注者  　　鉾田　太郎     （以下「甲」という。）及び浄化槽工事業者  　
下水工務店  （以下「乙」という。）は、鉾田市浄化槽整備事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に基づく補助金の交付を受けて甲が行う浄化槽の整備工事に関し、対等な立場でこの契約を締結し信義を守り誠実にこれを履行する。

第２条  この契約は、次に掲げる工事に適用される。

    工事場所　　　　　鉾田市　○○　123番地4
    工事の期間        令和○年○月○日～令和○年○○月○○日
    工事の種類　　　　１．浄化槽の設置

（１）要綱第２条第２号に掲げる通常型浄化槽

（２）要綱第２条第３号に掲げる窒素を除去する能
力を有する高度処理型浄化槽

（３）要綱第２条第４号に掲げる高度窒素除去能力を有する高度処理型浄化槽
（４）要綱第２条第５号に掲げる窒素及びりんを除去する能力を有する高度処理型浄化槽

２．要綱第2条第５号に掲げる単独処理浄化槽の撤去

    工事の請負代金及び支払方法

            　　　　　金額     ○,○○○,〇〇〇　円
            　　　　　支払方法  １．現金   ２．その他（　              ）

第３条  乙はこの契約と添付の図面及び仕様書に基づき、前条の期間内に工事を完成して契約の目的物を甲に引き渡すものとし、甲は、引き渡しと引き換えにその請負代金全額の支払を完了する。

第４条  乙は、この契約に係る工事を、浄化槽法第２９条第３項に従い浄化槽設備士   
下水　次郎　　に実地に監督させ、又は自ら浄化槽設備士の資格を有して、工事を実地に監督しなければならない。

第５条  甲及び乙はこの契約によって生ずる権利又は義務を、第三者に譲渡又は承継させてはならない。但し、相手方の承諾を得た場合は、この限りでない。

第６条  乙は、この契約の履行について、工事の全部又は大部分を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。但し、予め甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。
第７条  乙は、浄化槽法第４条第３項の規定による浄化槽工事の技術上の基準に従って工事を行なわなければならない。

第８条  甲は、やむを得ない場合には、工事内容を変更し、又は工事着手を延期し、若しくは工事を一部中止することを求めることができる。この場合において、請負代金額又は工期を変更する必要があるときは、甲乙協議して定めるものとする。

２  本条による変更、延期、又は中止による損害は乙の責に帰すべき場合を除き甲が負担する。

第９条  乙は、乙の責に帰することができない事由により工期内に工事を完成することができないときは、甲に対して、遅滞なく、その事由を明示して工期の延長を求めることができる。この場合、その延長日数は、甲乙協議して定める。

第１０条  工事の完成引渡しまでに工事目的物その他工事施工について生じた損害は、乙の負担とする。但し、その損害のうち甲の責に帰すべき事由により生じたものは、甲の負担とする。

第１１条  乙は、工事のために第三者に損害を及ぼしたときは、その賠償の責を負う。但し、甲の責に帰すべき事由による場合は、甲がその責を負うものとする。

第１２条  乙は要綱に基づき、所定の期間内に所定の書類及び写真を、甲に提出しなければならない。

第１３条  甲は、工事が本契約の規定又は第７条に定める基準に適合しないと認めるときは、乙に対し、相当の期限を定めてその瑕疵の修補を請求することができる。

２  甲は、浄化槽法第７条の規定により、水質に関する検査を受け、その検査の結果、浄化槽の工事について改善の指摘を受けた場合は、乙に対し、相当の期限を定めてその瑕疵の修補を請求し、又は修補に代わる損害賠償を請求することができる。
３  前項に定める請求は、浄化槽の工事についての改善の指摘が甲の責に帰すべき事由に基づくものである場合には、することができない。

第１４条  瑕疵の修補又は損害賠償請求権の行使は、引渡し後５年以内に行わなければならない。

第１５条  次の各号の一に該当するときは、甲又は乙は催告その他何等の手続きを要せずこの契約を解除することができる。
（１） 浄化槽の設置等の届出その他の必要な手続きが受理されず、又は認められないとき。

（２） 工事用地につき、工事施工が著しく困難と判断される瑕疵が発見されたとき。
２  前項により、この契約が解除された場合、乙はこの契約の履行のために乙において要した費用及び乙において甲のために既に支出した立替金を甲に請求することができる。

第１６条  甲は乙が工事を完成するまでは、乙の損害を賠償して、この契約を解除することができる。

２  甲は乙の契約違反によりこの契約の目的を達することができなくなったと認めるときは、催告その他何等の手段を要せず、この契約を解除することができる。この場合、甲は甲の被った損害の賠償を乙に請求することができる。

第１７条  次の各号の一に該当するときは、乙は催告その他何等の手続きを要せず、この契約を解除することができる。

（１）　第８条に基づき、工事が一時中止され又は甲の責に帰すべき事由により着工期日が延期された場合に、工事の一時中止又は着工期日の延期の状態が１０日以上継続したとき。

（２）  甲が請負代金を所定の期日に支払わなかったとき又は請負代金の支払い能力を欠くことが明らかになったとき。

（３）  甲がこの契約に違反し、その結果、この契約を履行できなくなったと乙が認める時。

２  前項によってこの契約が解除された場合は、甲は乙の損害を賠償するものとする。

第１８条  乙の責に帰すべき事由により、標記引渡期日（工期が変更された場合は、変更後の工期に基づいて定められる引渡期日）までに工事の目的物を引き渡すことができない場合は、甲は遅滞日数１日につき請負代金総額の    分の１の違約金を請求することができる。

２  甲がこの契約に基づいて、乙に支払うべき金員を所定の期日までに支払わないときは、甲は当該金員につき、支払期日の翌日から支払完了の日まで日歩銭の割合による遅延損害金を乙に支払うものとする。

第１９条  この契約書に定めのない事項については、必要に応じて、甲乙協議のうえ定めることとする。

  以上契約の証として、本書２通を作成し、当事者記名捺印のうえ各自１通を保有する。

令和○年○月○日
    甲    発注者    住所　　鉾田市　○○　123番地4
                    氏名  　鉾田　太郎      　　　　　　　    印
    乙    請負者    住所    鉾田市　△△　456番地7
                    氏名    下水工務店
下　水　次　郎　　　　　　　　　　印

                              浄化槽工事登録番号（　    ○○○○　　  ）

                                    又は届出番号（　    ○○○○　　  ）

様式第９号（第13条関係）
令和○年　○月　○日
　　鉾田市長　様
浄化槽整備事業費補助金誓約書
茨城県浄化槽設置事業費等補助金交付要項第６条第１号及び鉾田市浄化槽整備事業費補助金交付要綱第13条の規定により、下記の事項を遵守することを誓約いたします。
記
１　浄化槽法（昭和58年法律第43号）（以下「法」という。）第７条第１項の規定に基づき、浄化槽を設置及び浄化槽の構造又は規模を変更した場合は、水質に関する検査を受検すること。

２　法第10条第１項の規定に基づき、浄化槽の保守点検及び清掃を法令に定められた回数行うこと。

　　（１）保守点検
　　　分離接触ばつ気方式、嫌気ろ床接触ばつ気方式、脱窒ろ床接触ばつ気方式
　　　　処理対象人員が20人以下は年３回以上　　　　　　    ☑
　　　　処理対象人員が21人以上50人以下は年４回以上　　　  □

　　　　上記以外の場合（大臣認定型など）　年　　回※以上　□
　　　　　※維持管理要領書等に記載されている回数を記載してください。分からない場合はメーカー
もしくは浄化槽保守点検業者にお問い合わせください。
　　　　　　※多くの場合は年３回以上となっています。
　　（２）清掃
年１回以上
３　法第11条第１項の規定に基づき、毎年１回水質に関する検査を受検すること。

４　１、２及び３を実施しなかった場合は、補助金を返還すること。
以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　鉾田市○○123番地4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先　０２９１（３３）○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　 鉾田　太郎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては主たる事業所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）
記入例（転換以外）新築・改築の場合





記入例（転換）撤去・布設替含みの場合





記入例（転換の場合）





記入例（土地、建物を借用している場合）





記入例（市外在住の場合）





記　入　例





記　入　例








